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1. はしヵ:き
近年，米国では航空，鉄道， トラック輸送，天然、カ、ス，電気通信などいくつかの公益事業分野で
ディレギュレーション〈規制jの緩和・撤廃〉が実施されたが，最も典型的な自然独占産業としてこれ
まで、厳格な政府規制に服してきた電気事業においても本格的なディレギュレーションの可能性への
模索が始まってしる。
電力ディレギュレーションの提唱者は大別して 2つのクツレープに分けられる。ひとつは規制当局
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者，業界関係者など実務家のク・ループであり，規制の硬直化により1970年代初頭以降電気事業が直
面している財務上の困難，およびそれによる新規設備への過小投資による電力供給不足の問題に対
する打開策としてディレギュレーションを唱える。こうした視点からの電力ディレギュレーション
論は，規制機関が有効に機能していないとする見方が広まるにつれて勢いを増してきている。
もうひとつは， エコノミストのグループであり， 現在の電気事業の構造や規制により引き起こ
されている資源配分上の非効率を改善する立場からディレギュレーションを提唱する。 Joskowと
Schmalenseeによれば，現行制度に内在する非効率には次のものがある 1)。
① 小売サイドではかなり限界費用料金が浸透してきたのに対し，卸売サイドでは連邦エネルギ
一規制委員会 (FERC) が平均会計費用に基づく非効率な料金規制を行なっていることから，
非経済的な卸電力取引がもたらされてし、る。
① あまりに多数の中小事業者が電力設舗を建設・運営しており，規模の経済性を内部的に十分
に実現できていなし、。
① 効果的な事業者間協調の経済性が十分に利用されてレなし、。
@ 最小費用での発電所建設，発電所の適切な保守管理，陳腐化した設備の廃棄，低廉な燃料の
購入などを含め，短期的にも長期的にも，効率的に生産するためのインセンティプが不十分で
ある。
こうした非効率は，多数の小規模事業者がそれぞれ独立にその系統を計画し，建設している米国
電気事業の構造，並びに伝統的な規制制度の硬直化によるものである。そこで，ディレギュレーシ
ョンにより，発・送電部門で十分な規模の経済性の享受を可能ならしめるとともに，配電事業者に
よる卸電力市場へのイコール・アクセスを実現させ，併せて現行の平均会計費用の代わりに自由な
市場料金として限界費用料金が出現することが期待されるのである。小論の分析視角は，こうした
後者のグループの問題意識に基づく。
ところで，電気事業のディレギュレーションとレっても，配電部門を含めた発・送・配電3部門
の完全なディレギュレーションを提唱する論者は稀である 2)。ほとんどの論者は発電・卸売部門の
ディレギュレーションを唱えている。もし配電部門において料金・参入規制を撤廃すれば，短期的
には， 独占力を行使しうるようになった(民営〉配電事業者は小売料金を現在よりもずっと高くし
たり，料金差別を行なうことにより，利潤の極大化に向かうことになろう。長期的にみても，競争
的な新規参入がなされて既存事業者の独占的料金設定を脅かすとし寸保証はなし、。なぜなら，配電
部門は供給区域内で密度の経済性を享受し，しかも設備投資は，大部分が埋没費用となるため，コ
1) Joskow， P. L. and R. Schmalensee (1983J， pp.85-6， 166. 
2) 例外として， Primeaux;/):いる。彼は配電部門のディレギュレ-$/ョンを提唱している。 Primeaux，Jr.， W. J. (1985J 
pp.121-43をみよ。また，配電部門を含む完全ディ Vギュレ」ジョンの長所を高く評価する見解として， Gordon， R. L. 
(1986J (とくにpp.467-9，475)がある。
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ンテスタブールな市場ーを形成しえなし、からである。潜在的参入者として近接区域の統合事業者を想定
した場合でも，既存事業者は電力をロードセンターへ輸送するに必要な送電設備へのアクセスを拒
否するであろうから，参入者は送電設備も建設しなければならないであろう。送電設備は埋没性が
強く，その建設には大きなリスクを伴うことになる。このように，完全ディレギュレーションの下
での配電部門の参入障壁はきわめて強固であると考えられる。そして，もし新規参入があった場合
には， 配電設備(近接事業者の参入の場合同土送電設備も〉の重複による非効率がもたらされることに
なる。加えて，完全ディレギュレーションの下での競争は，効率的な事業者間協調の利益を損なう
ことも懸念される。設備重複と市場の狭陸化および協調的行動による経済性の喪失は，生産コスト
の上昇を引き起こすことになろう。
こうした点の考恵から，電力ディレギュレーション論の主たる対象は，発電・卸売部門に向げら
れている。発電部門ではすでに規模の経済性が達成されたとみられること，および連系された発電
系統間での電源の共同所有によって規模の経済性が実現されることから，自然独占論はその根拠を
失いつつある。
小論ではまず，電気事業におけるディレギュレーションの可能性，意義，問題点等について，米
国における論議に素材を求めて検討することとする。とくに，垂直分割ディレギュレーションのシ
ナリオは，戦後40年近くもの間，垂直統合構造に思1れ親しみ，これを当然のこととしてきた日本人
の電力系統構造に対する既成の認識に，発想の転換を迫るものである。次に，こうした米国のシナ
リオの検討を参考として，わが国における電力デ、イレギュレーションの方向性を展望してみたし、。
2. 垂直分割ディレギュレーションのシナリオ
発・送・配電系統の垂直分割を伴うディレギュレーションは， Kahn， A. E. (19il)， Weiss， 
H. R. COct.19i8)， Cohen， M. (June 1979)， Berry， W. W. (1983)， Huettner， D. A. (1983)， 
Plummer， J. L. CJuly 7， 1983)， Pace， J.D. (1983)等で提唱されてきた。これらの論文におけ
るディレギュレーション・シナリオには，提唱者ごとにある程度のバリエーションがみられるが，
共通点もまた多く存在する。
(1) 事業構造
最もポピュラーなディレギュレーション・シナリオは， 垂直統合事業者を資本関係のない発・
送・配電の3部門に分割し，発電部門の規制を撤廃して公益事業責任のない競争的企業の領域に移
行するというものである。発電事業者による新規電源開発にあたっては，便利必要証書の形での州
規制機関の許可は必要なくなり，卸電力販売料金に関する FERCの規制も取り除かれる。発電事
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業者はただ環境・安全・土地使用上の規制と独禁法に服して，利潤極大化原理に基づいて行動する
ことになる。市場参入が自由化されることにより，低コストで電力を供給できる既存電気事業者を
はじめ，電機会社，ボイラー製造会社，大手建設会社など発電所建設用の様々な資材を供給してい
る企業の潜在的な参入が見込まれるほか，コージェネ設備，中小水力，風車など小規模分散型電源
からの卸売競争も激しくなろう。いずれにせよ，低コストで発電できる事業者に大きなピジネスチ
ャンスが開かれることとなる。発電ディレギュレーションのねらいは，自由参入と競争的料金設定
により，規制下におけるよりも低コストの卸電力供給を実現させ，ひいては需要家のコスト負担を
低減させることにある。
一方，こうした競争の利益を制度的に確保するために，送・配電部門はそれぞれ，発電事業者と
は別の独立した組織により運営されるO 一般に送・配電部門では競争が有効に機能しないと考えら
れるので，これらの部門では引き続き規制が必要とされる。
配電部門の構造は全く変化しなし、。地理的な独占を認められ，これまで通り被規制jの民営または
公営の事業者が配電系統を営む。
大部分のディレギュレーション・シナリオの下で，小売規制は，直接卸売市場に参加することが
できる大規模需要家のケースには，取り除かれるものとされてしる。こうした需要家は，卸売市場
からの矯入により電力コストを最小化することが期待できる。他方，小規模な最終需要家について
は，州規制機関の規制下にあって独占的な配電事業者が卸売市場において最も有利な電力落入契約
を締結することにより，その利益が確保されることになる。
垂直分割・発電ディレギュレーションのシナリオには，送電部門の経営形態と機能に関していく
つかのノミリエーションがみられる。しかし，し、ずれにも共通しているのは，コモンキャリアとして
送電網を所有・運用し，卸電力取引のためのブローカー並びに地域のための中央給電管理者として
行動する被規制または政府所有の池域送電独占組織が設立される点である。すなわち，送電組織の
主要機能は次の2つであるO 第 1に，送電組織は電力輸送のコモンキャリア機能を持つO 法律によ
りその義務が規定され，その送電料金とサービス条件は FERC規制に服することになる。したが
って，送電組織は所定の送電料金を支払う用意のあるすべての利用者に所定の送電サーピスを提供
することを求められる。第2q，こ，送電組織は釘電力供給系統の最適化機能を担う。自由化された発
電市場のために経済的給電管理，予備力の最適化，定期検査計画，周波数制御など，各種の調整機
能を果たす。
送電組織の担当区域は一般に，複数の州を含む，たとえば地域信頼度協議会のそれのような，か
なり広い地域が想定されている。各地域には，フランチャイズをめぐって競争する複数のローカル
な独占配電事業者が存在し，送電組織から卸電力の供給を受ける。独立した配電事業者は互いに，
送電組織により輸送される最も低廉な卸電力をめぐって競争するし，独立した発電事業者も互いに，
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送電組織経由で、の配電事業者への電力販売をめぐって競争することになる。
このように，垂直分割ディレギュレーションのシナリオの下では，電気事業の構造は，規制下の
フランチャイズ独占として運営される独立した配電事業者，独立した独占送電組織，独立した競争
的な発電事業者で構成されるように，完全に再編成される(図参照〉。そして，発・送・配電各部門
の事業者は，部門間での垂直統合を禁止されることになる。
図 垂直分割ディレギュレーションの事業構造
??
?????
也) 発電契約
分割ディレギュレーションによって必要とされる独立の発電事業者と規制下の配電事業者および
送電組織との聞の取引のあり方に関しては， Cohen， Huettnerら多くの論者は，発電所の建設を
確保するうえから長期契約が必要としてしら。これに対し， MITの研究者グループは送電組織か
らの高度な電子技術の利用によるスポット料金シグナルの伝達により，発電事業者と配電事業者が
経済的な公開市場取引を行なう方式を提案している 3)。
ところで，発電部門を自由化するさい一番問題になるのは，この部門への投資をどう円滑化する
か，である。 MITシナリオの下では，発電投資は極めてリスキーとなるO 投資資金の回収の見通
しなしに，巨額の建設費， 10年ものリードタイム，および環境・安全規制による予測不可能なコス
トの負担というリスグを冒そうとしづ投資家は現れないであろう。
したがって，投資リスクを最小化するために，発電事業者は配電事業者または送電組織との聞に
卸電力供給契約を締結すると考えるのが一般的であろう。この場合，発電事業者にとって最も有利
3) Golub. B. W. ct al. (1983J ; Bohn. R. E. et al. (198町;Bohn. R. E. et al. (Autumn 1934J. 
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な契約形態は，フルベイアウト(完全補償〉のテイクオアベイ契約であろう。これは， 特定の発電
所の建設と運転についてコストプラス利潤ベースで支払うという内容の契約で，建設着手前に締結
されるものである。しかし，こうした契約の下では，資本費および運転費は何が起ころうと完全に
回収されるため，発電所を効率的に建設・運転しようとするインセンティプが減殺される。そこで，
競争入札によって，卸電力料金が，発電所の当初の想定費用にその後の投入物価格の変動分を加え
たものを回収するようにした，長期コストプラス契約が締結されることになろう。
(3) 記一送間契約
垂直分割ディレギュレーションの下においては，送電組織と多数の配・発電事業者が接続され，
電力供給システムの意思決定は分散されることになる。そうした場合には，発・送電投資にかかわ
るトータルとしての電力供給システムの経済性が追求できなくなる恐れがある。そこで， 個別の
配・発電事業者の決定を電力供給システム全体の経済性と整合させるためのメカニズムを設けるこ
とにより，発電構成，発電所立地および総容量が最小費用システムをもたらすようにする必要があ
る。垂直分割ディレギュレーションのシナリオでは，送電組織が配・発電事業者との契約を通じて，
効率的な電力供給システムの建設・運営に中心的な役割を果たすことが想定される。
まず，配電事業者との関係からみてみよう。調整機構を組織するための最も容易な方法は，配電
事業者にその所要電力の全量を規制当局により認可された料金で、被規制の送電組織から購入させる
ことである。送電組織のほうは独立した発電事業者から競争入札により電力供給を受ける契約をす
る。その場合，関連コストプラス送電コストに基づいた料金が，規制当局により認可された契約に
従って，送電組織により配電事業者に課せられる。送電組織はその地域内の配電事業者に対する独
占的供給者として，供給コストに基づいた被規制の契約に従って所要電力の全量を供給することに
なる。送電組織は配電事業者に対して需要計画策定に必要な情報の提供を求め，また緊急時手当や
接続上の技術基準を交渉することにより，最小費用での投資・運営という目的を達成しようとする
であろう。
こうした配一送間契約のモデルとなるのは， TVAが供給先の 160の地方公営事業者との聞に結
んでいる20年間の所要電力全量供給契約 (fullrequirement contract)である。 TVA契約では，卸
電力料金は発・送電サーピス供給の平均費用プラス燃料調整条項を反映して決められており，負荷
予測に必要な情報を配電事業を営む地方公営事業者が発・送電事業を営む TVAに提供するとの
規定，および緊急時手当や様々な技術基準に関する規定が盛り込まれている。また，英国イングラ
ンドおよびウエールズで、は，発・送電事業を営む CEGBが類似の条件の下で12の地域配電局と所
要電力全量供給契約を結んでいる。さらに， 米国にはボンピル電力局 (BPA)などの連邦送電事業
者があって，連邦営水カダムから電力供給を受け，それを発電コストプラス送電コストの平均会計
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費用に基づいた供給料金で、の長期契約のもとで北西部の電気事業者に送電サーピスを提供している。
こうした事例は，独立した配電事業者と送電事業者間または発・送電統合事業者間の電力供給契約
により，電力システムが効率的に運営できることを示している。
だが，配送間取引において想定される所要電力全量充足方式の長期契約は，必然、的に契約によ
る事実上の垂直統合をもたらすことが懸念される。そこにおいては，唯一の競争局面は送 発問で
の新規発電所をめぐる競争入札のみであり，独立した配電事業者はディレギュレーションにより期
待される競争のプロセスにおいて何の役割も果たさないことになる。送電組織は，配電事業者に対
する独占供給者となると同時に既存ないし潜在的発電事業者に対する独占需要者となるから，費用
最小化を図ったり卸電力供給市場の競争化を促進する保証は存在しなし、。送電組織には，配電事業
者に対して機会主義的に行動するおびただしい機会が与えられよう。
そこで，こうした弊害を回避し，真に競争的な卸電力供給市場を現出させるためには，独立した
配電事業者が送電組織，発電事業者の双方と取引関係を持つことが不可欠で、あるO そうすれば，配
一送間契約による負担が過重と考える場合，配電事業者は独自に発電事業者と契約することにより
コスト低減を図ることができょうし，それが送電組織に対する競争的な圧力を生み出すことになる
であろう。
しかし，こうした自由を認めることは，送電機関が電力供給システムの効率的な建設・運用に不
可欠な調整機能を営む場合には，配 送間契約関係の性格を著しく複雑化し，取ヲiコストを高いも
のとするであろう。送電組織は配電事業者の電力確保と緊急時手当について，最後の拠り所となる
供給者としての役割を担わざるをえず，そうした立場から配一発問契約に反対するとみられるから
である。
(4) 送一発問契約
発電容量，発電所立地および送電投資の諸決定は相互に密接な関連を有しており，最適な発・送
電設備形成のためには発・送電両部門の投資決定の調整が必要とされる。最適な送電投資を実現す
るためには，既存並びに計画中の発・送電設備を含め，システム全体の特徴を考慮に入れなければ
ならなし、。そこで，送一発問契約には長期的に効率的な送電投資を可能にするための規定が盛り込
まれる必要がある。また，短期的に協調的運用の経済性を完全に享受しうるようにシステム内の発
電所を相互接続し，送電組織による中央給電管理を実施するための規定も盛り込まれねばならなし、。
こうした規定により，発電事業者はシステム全体としての運用効率達成のために送電組織に対して
ある程度運営上の自主性を放棄せざるをえなくなろう。万一，発電事業者が電力供給契約先に供給
できない事態が生じた場合には，自ら買電するか，または送電組織が他の供給者から買電するコス
トを補償しなければならないであろう。
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いずれにせよ，垂直分割ディレギュレーション下での電力供給システムの効率的運用は，完壁な
契約を締結できるかどうかにかかっている。
(5) 配一発問契約
独立した配電事業者は，独立した発電事業者との聞に一定量の電力の供給を送電組織経由で受け
る契約を結ぶこともできる。その場合，配電事業者は，発電事業者に対し両者聞の契約に基づいて
供給を受けた電力の料金を支払い，また送電組織に対し被規制の送電料金を支払うことになる。ま
た，こうした契約を補完または代替するものとして，配電事業者が送電組織と契約を締結し，送電
サーピスだけでなく電力供給そのものを受けることもできることはいうまでもなL、。こうした電力
を供給するために，送電組織は直接，発電事業者との聞で受電契約を結ぶことになる。
かくて，発電事業者は，独立した配電事業者との間で送電組織経由の電力供給契約を結ぶことが
できるし，送電組織との聞で電力供給契約を結ぶこともでき，また両方の関係を同時に結ぶことも
できる。いずれの場合にも，複雑な長期契約が取引を効率的なものとするために必要とされよう。
(6) 送電規制
送電組織は，契約キャリアとして，長期増分費用で電力輸送サーピスを提供することがのぞまし
い。そして，この組織は FERCにより規制されることになろう。 Huettnerは，その規制のルー
ルとして次の諸点をあげている 4)。
① 送電組織は，発・配電事業者に資本参加しではならなし、。
① 送電組織は， FERC fこ料金の認可申請をする。
① FERCは，送電原価を査定のうえ， 公正・妥当な料金を設定し， 不当な差別を除去する権
限を有する。
④ FERCは， 送電組織に不当な負担を負わせるものではないと判断する場合，送電組織に対
しその設備の拡張，および他の送電組織，発電事業者，またはローカルな配電事業者との連系
を命じることができる。州際設備の自発的拡張およびその廃止については FERCの承認を必
要とする。
① FERCは，送電組織が承認なしに設備を拡張しうる供給区域を定めるが， FERCが公共の
利益に適うと判断する場合には，他の送電組織による侵入から保護されなし、。
@ FERCは，供給信頼度を確保するために，所要予備設備その他の基準を定める。
① FERCは， 予備設備が利用するすべての事業者の需要を充足しうるように，最低限の所要
送電設備を設定する。
4) Huettner， D. A. (1983J， pp.187-8. 
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@ 発電所レベルでも最終消費者レベルで、も， FERCは電気料金を規制する権限を付与されな
し、。
こうしたルールにより，送電組織は一定の地域に対して独占的行動をとることを阻止されよう。
非効率と供給者間競争の制限を回避するために，送電組織はできる限り純粋なブローカーに近いも
のになるように形成されるべきであろう。
3. 垂直分割ディレギュレーションの得失
(1) 垂直分割テoィレギュレーションの利点、
垂直分割ディレギュレーションによる競争原理の導入によって，次のような利益がもたらされる
と考えられる 5)。
① 最適な発電所立地の促進
現在，発電所の立地は大抵，配電事業者の供給区域に制限されている。その主要な理由は，送電
系統による託送拒否や州規制当局の規制にある。このため，多くの発電所が燃料，建設，および公
害防止のコストが過度に高いエリアに設置されている。垂直分割ディレギュレーションの下では，
発電所と送電設備は特定の供給区域に人為的に限定されなし、。したがって，発電所は建設，運用お
よび送電の真の長期コストを最小化するように立地されることが期待できる。
① 経済的な卸電源へのアクセスの促進
現行の発・配電事業者聞の結びつきでは，送電系統の託送拒否により，小規模な民営事業者，地
方公営事業者および協同組合事業者が公正・妥当な料金で卸電力を購入することが困難で、ある。垂
直分割ディレギュレーションの下では，送電組織はコモンキ+リア・ステータスを付与されるから，
どの配電事業者も均等に送電サービスを利用して，最も低廉な卸電源にアクセスできるようになろ
う。他方，このことは，発電事業者サイドに効率的な発電設備の設置と設備運用の効率化を促すこ
ととなろう。
① 規制コストの軽減
現在，電気事業者と州当局の少なからざる資源、が発電資産の公正価値の決定と，それに対する適
正報酬の提供に費やされている。垂直分割ディレギュレーションの下では，発電部門への競争原理
導入により，そうした報酬率規制にかかわるコストを大幅に減らすことになる。現在，電気供給コ
ストの約75%が発電部門により占められており，この部門の自由化による規制コストの軽減効果は
担当大きいと思われる。
@ 経営効率改善の促進
5) Huettner， D. A. (1983J， PP.188-90. 
垂直分割ディレギュレーションの下では，現行の事業構造の下で生じる資本設備取得における投
入物選択上のバイアス，購入電力に対する内部生産の優先，過剰な予備設備の保持等の非効率が消
滅することが期待できる。こうした非効率は，競争的な卸電力市場が出現すれば，存続しえないで
あろう。
① 最適な発電所規模の実現
米国の発電設備の3分の 1を占める小規模発電設備において規模の経済性を実現できていなし、が，
その理由として多数の小規模事業者が存在し，しかも効率的な規模の発電設備を建設できないこと
があげられる。垂直分割ディレギュレーションの下では，発電事業者は，配電事業者との契約を獲
得し維持するために規模の経済性を追求した効率の高い発電設備を供給することになろう。高コス
トの発電所の廃棄が迅速に進み，発電事業者が低コストで効率的な発電設備を建設・運転するイン
センティブを持つことから，長期的には効率ゲインによって，より低廉な料金がもたらされるであ
ろう。
① 料金の長期限界費用への接近
垂直分割ディレギュレーションの下では，競争原理の導入により，卸売電力料金がほぼ長期限界
費用の水準で決定されるようになり，それが配電事業者により最終需要家にノパ4ス.スル一されるこ
とを通じて小売料金も長期限界費用に近い7水k準で
配分効率の視点からのぞましい料金が実現されることになる。最終需要家にとつて，ディレギュレ
ーションが小売料金の低廉化に結びつくかどうかに関心があろうが，長期的にみれば，効率上昇に
より電気料金は低下すると考えられる。
(2) 主主直分割デ‘ィレギュレーションの問題点、
垂直分割ディレギュレーションのシナリオには，し、くつかの間題点が指摘されている 6)。主なも
のを要約して列記しておこう。
第 1に，自由化された卸電力市場が有効に機能するためには，配電事業者を引き続き規制する州
規制機関がこうしたアレンジメントに干渉しないことが必要である。州規制機関は，競争的市場で
の交渉で決まった，あるいは FERC規制に服する卸電力供給契約に基づいて決まった卸電力コス
トを最終消費者に料金として負担させなければならなし、。もし州規制機関が発電事業者に十分な補
償を与える契約を認可しないとすれば，供給義務のなくなった発電事業者は発電設備を供給しない
であろう。発電設備の必要性が出てから，卸供給契約の締結を経て，発電設備の建設着工，そして
6) 垂直分割iヂィレギュレ』 γ ョ Yの問題点l~こ関しては， Joskow， P. L. and R. Schmalensee (1983Jをはじめt Pace， 
J. D. (1982J， pp.280-7; Dowd， J.and J. R. Burton CSept.16， 1982J， pp.24-6; White， Jr. W. S. CJan. 21， 1982J， 
pp.22-3; MarshalI， M. Y. (May 13， 1982J， pp.26-30; Lindsay， W. W. and J. L. Pfeffer (1983J， p.150; Hughes， 
W. R. (1983J， p.302が参考になる。
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完成に至るまでの長いリードタイムを考慮すれば，州規制機関による卸供給料金算入の不認可は，
将来における電力不足を招く恐れがある。
こうした問題への対応として，自由化された卸売市場で、締結された契約に基づく購入電力コスト
がすべて小売料金に織り込まれることを求める連邦法規が必要とされよう。しかし，このことは，
州当局の伝統的な料金規制権限の縮小に結びつくことから，強い反対が予想、される。
第2に，自由化された卸売市場で締結された契約にかかわる購入電力コストがすべて小売料金に
織り込まれるとした場合に¥，、かにして配電事業者に費用低減化行動をとらせるか，とし、う問題が
出てくるO 規制下の配電事業について，効率的な行動をとらせるためのインセンティブを，原価主
義に基づく料金規制にどう組み込んでいくか，としう古典的な問題は，このシナリオの下では依然
解決されなし、。
第3(;こ，このシナリオののぞましさは，既存事業者，新規参入者および他地域の第三者供給者聞
の有効な競争を許容する電力プーリング・調整システムが設立できるかどうか，に決定的に依存し
ている。十分に有効なプールは現在米国の多数の地域で、は存在せず，プーリング協定を増加し，公
正なアクセスを提供するための努力が求められているO こうした努力は，系統構造の垂直分割によ
らないで，現行制度下でなされても，効率を高めるであろう。有効なプーリング・調整および送電
網への公正なアクセスは，このシナリオが有効に機能するために必要とされるが，それらはディレ
ギュレーションそれ自体によって当然に生み出されるものではなし、。それゆえ，こうした次元での
効率ゲインを垂直分割ディレギュレーションと結びつけるべきではなし、。こうした効率ゲインは，
現行制度においてもディレギュレーションが効率的に機能するに必要なプーリング・調整活動を促
進することによって実現できるであろう。
第4に，垂直分割ディレギュレーションの下では，送電・調整ネットワークの所有・運営により，
送電組織が発電事業者と配電事業者の両者に対して強大なマーケット・パワーを得ることになろう。
この独占的な送電組織による機会主義的行動を防止するためには，厳しいコスト・オプ・サービス
規制が必要とされよう。しかし，送電組織が FERC規制を受けることになれば，非効率な送電投
資をもたらす歪みが，規制の失敗によって引き起こされることも考えられる。たとえば，低すぎる
認可報酬率は送電設備への不十分な投資を引き起こすであろうし，高すぎる認可報酬率は過剰投資
および独占料金をもたらすであろう。また，し、かにして送電組織にシステムワイドな費用低減目標
を与えるか，およびいかにしてこの組織が連系事業者に対して機会主義的に行動することを防止す
るか，も明らかでなし、。
ところで，強大なマーケット・パワーに基づく機会主義的行動の問題は，送電組織を報酬率規制
に服する民営企業と規定した場合に発生するのである。そこで，スウェーデンや英国のように，送
電組織を公企業として設立することも，一考の余地があろう。たとえば， Cohenは， 発電事業者
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から競争入札により一定期間発電設備をリースして給電管理し，ローカルな配電事業者に卸電力を
販売するガパメント・スポンサード・エンタプライズ形態7)の地域卸電力給電公社 (regionalbulk-
power dispatching corporations) の設立を提唱している 8)。しかし， 強大なマーケ γ ト・パワーを
有する組織を公的な機関として設立することには，相当な政治的反対が予想される。
第 5に，送電組織と発・配電事業者聞の長期契約は，契約を通じての部分的な再統合をもたらす
可能性が強L、。送電組織は，発電設備が効率的に運営されるように，発・配電事業者と密接な作業
を行なわねばならなL、。たとえば，送電組織は，発電設備の効率的運用と信頼度確保のために集中
的な給電管理，適切な予備設備の供給，系統安全性の維持，電圧規制を行なわねばならず，そのた
めには発電設備の設計等についても一定の発言力を持つことが必要とされよう。そうした協力関係
はこのシナリオが意図する競争原理の導入と矛盾する側面を持つことに注意しなければならなし、。
最後に，取引コストが著しく増大することが予想される。市場取引が垂直統合にとって代わる場
合には，物理的並びに財務的関係のための契約が複雑となり，内部統制の代わりに事業者間の取引
関係に基づくかなりの統合化がもたらされることになろう。事業者聞の取引においては長期のコス
トプラス契約が一般的となりそうであるが，こうした契約によって保護された発電事業者には費用
削減のインセンティプが強く働かないことも考えられる。
(3) 制度移行上の問題点
以上のような，垂直分割ディレギュレーションの下での問題点に加え，厄介な制度移行上の問題
点も存在する 9)。
第 1に，民営電気事業者は全体で，制限的な約定付きの担保付社置の形で1，000億ドル以上の償
務を有する。これらの社債は，特定の機能別の資産部分ではなく，事業者の資産全体によって保証
されている。したがって，資産の移転には，既存の社債約定書における多数の保護的制限を満たす
ことが必要となる。その点，よく引き合いに出されるAT&T分割の場合は，事業子会社がすでに
スピンオフされており， AT&T自身の長期資金調達は担保付社債ではなく無担保社債によってい
たために，資産移転上の制約はほとんど存在しなかったのである。電気事業の垂直分割は， AT& 
T分割よりもずっと複雑であり，また多くの時間がかかるものとなろう。
第2に，発電ディレギュレーションへの急速な移行は，重大な所得分配上の効果を持つであろう。
ディレギュレーションに伴い，現在報酬率規制jの下にある 1，300龍ドルの純薄価の発電所関連資産
7) ガパメント・スポンサード・エンFプライス・1杉懇は，資本金は全額民間出資の株式会社であるが，法律により設立され，
公共性確保のために一定数の取締役を政府が任命する. 一種の公私混合企業である。 コムサットやアムトラック等の伊j
がある。
8) Cohen， M. (June 1979コ， PP. 1514-42. 
9) 垂直分割テ・イレギュレ-'5/ョンへの制度移行上の問題点については， Dowd， J. and J. R. Burton (Sept. 16， 1982J: 
Bryson， J. E. and W. A. Brownell (1983J: Golub， B. W. and L. S. Hyman (1983Jに詳しい。
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の切り離しが必要とされる。そのさい，多くの余剰設備を抱えている地域の電気事業者またはかな
り非経済的な石油火力設備を所有する電気事業者は損失をこうむり，他方，水力，原子力，効率的
な石炭火力発電所を所有する電気事業者は利益を受けることになろう。したがって，垂直分割ディ
レギュレーションに対しては，とくに前者の電気事業者からの強い反対が予想される。
4. 現実的なディレギュレーションのシナリォ:卸取引自由化
垂直分割ディレギュレーションには，し、くつかの間題点が指摘されるし，その実施については非
常に大きな困難を伴う。これに対して，比較的容易に実施可能で、，かつ垂直分割ディレギュレーシ
ョンにより得られる利益の一部を実現しうるものとして，卸取引ディレギュレーションがある。こ
のシナリオの下では，現行と同様，発送配電統合が継続され，その料金および生産決定に対して州
規制が行なわれるが，卸電力取引に対する FERCの規制が大幅に緩和される点が異なる。
このシナリオの下では，非効率な FERC規制により生み出された不経済な電力取引が消滅し，
統合電気事業者は規制の歪みに服することなく相互に利益となる取引を行う機会を持つことになる。
また，自由化された卸売市場の存在は，厳しすぎる州当局の報酬率規制のために効率的な設備の建
設を繰り延べてきた電気事業者に効率的な安全弁を提供することになろう。この2点が生産面での
主要な効率ゲインとしてあげられる。
他方，料金については，却売料金が効率化しても，卸購入電力が総発電コストの小さな部分を占
めるにすぎない現状と，伝統的な平均費用原理に基づく州規制とに照して，小売料金の効率化に直
ちに結びつくとは考えられなし、。しかし，自由化により卸取引がさらに拡大すれば，限界費用料金
水準と季時別料金体系を含め，小売料金の効率化を促すことになろう。
近年，卸取引は着実に増大している。総販売電力量に占める卸取引の比率は， 1970年に7%程度
であったものが， 1983年には約11%に上昇しているし，今後も大きな成長が見込まれている。その
背景として，①高圧送電線網が全米に設備され，長距離送電のコストが低下したこと，①発電設備
投資が規制失敗により料金で回収できないケースが増えているため，電気事業者t土地事業者からの
電力購入を増加させようとしていること，①小規模電気事業者や公営電気事業者は，規模の経済性
を追求しうる効率的な発電所を建設できないため，卸売市場での電力購入に依存していること，が
あげられる。
卸取引ディレギュレーションはすでに. 1984年末に南西部の 6事業者の州際卸取引について
FERCが認可し. 2年聞にわたって実験が行なわれた。そしてその結果を踏まえて. 1987年5月以
降， 対象範囲を大幅に拡大し， 西部系統協調協議会 (WSCC)の広大な地域で実験が行なわれてい
る10)。こうした実験において. FERCは参加事業者に対して事前の認可なしに， 卸売料金の設定，
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料金情報の交換，新規卸売需要家の開拓，卸電力のスワップ，電力託送を行なうことを認めてい
る11)。卸取引自由化実験の目的は，卸売料金の決定を市場原理に委ねることを通じて，余剰発電設
備の有効利用により新規発電所の建設を減少させ，電力コストの低下を図ること，そして長期的に
は，最も効率的な発電所建設が可能な事業者に発電設備を増大させることにある。
また，柔軟な送電料金の設定が可能となることにより，効率的な送電設備の使用が促進されるこ
とも期待される。送電料金は従来 FERCによって平均費用に基づくことを求められてきたが，そ
の水準は一般にサーピス価値に比べて低すぎ、たため，送電サーピスの購入者に大きな純便益が実現
される場合にも，送電サーピスが提供されないことが多かった。その点，この実験では送電料金は
主として市場の力と参加事業者の合意により柔軟に決められるため，限られた送電設備の使用によ
り実現される価値を最大化することが期待できょう。料金インセンティブにより送電サーピスの量
が増大すれば，生産効率は高まるであろう。
こうした実験は，現行制度に競争要素を導入するための恒久的な変化をもたらす可能性が強し、。
近い将来のディレギュレーションの展望として， FERCが卸電力取引ディレギュレーション実験
を順次，競争的な取引が行なわれている他地域に拡大していくことが考えられる。実験対象地域の
選定にあたっては，公正・妥当な条件で融通・託送サービスへのアクセスが提供されるかどうか，
つまり送電設備が実際に卸電力競争を促進すべく利用できるかどうか， が重要なポイントになろ
う。
5. わが国電気事業におけるディレギュレーション
(1 ) 競争要因
2次にわたる石油危機後の経済成長率の鈍化ならびに省エネルギーの進展により，エネルギー需
要全体が低迷する中にあって，電力，ガス，石油などのエネルギー聞の競争が激化している。たと
えば，冷房については電力とガス間，また暖房については石油，ガス，電力闘で織烈な競争が繰り
広げられてきた。最近では，コージェネレーション技術の進歩を背景に，比較的高めの需要の伸び
が期待される電気事業分野へカ恭ス会社や石油会社が進出しようとする動きがみられる。
コージェネレーションとは，ガスタービン，ガスエンジン，ディーゼルエンジン，!燃料電池など
を利用して熱と電気を同時に供給することにより，高いエネルギ一利用効率を実現するシステムの
ことである。このシステムを用いて，従来電力会社が独占的に行なってきた電気供給の分野にガス
10) その概要については， Kemp， W. J. (April 30， 1987Jをみよ。
11) そのしくみはこうである。各参加事業者から発・送電サーピスの料金および数量に関する売り買いの引合い情報が時
々刻々ノ、プ・コンピュ-3'1こ寄せられる。参加事業者は， 随時ノ¥プの電子掲示板にアグセスし， 相互に合意しうる条件
と料金〈発・送電各サーピスについて一定の上限が設定されている〉で取引を成立させる。
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会社，石油会社など他分野の企業が参入する可能性が技術的に現われてきた。こうした技術的な参
入障壁の低下に対応して，電力の事実上の独占供給体制を規定した電気事業法を見直すなど，規制
の緩和を進めるべきだとする意見もある。
一方，最近の原油価格の低下や円高による海外炭購入の割安化によって大口産業用電力需要家の
買電から自家発へのシフトも盛んになってきた。すでに，大口電力需要に占める自家発の比率は，
全国平均で25%にまで高まっている。
このように，わが国電気事業は，①冷暖房をめぐるエネルギ一間競争，①コージェネによる参入，
①自家発シフト，という 3つの競争要因に直面してしる。電力市場は， I独占」から「競争と選択」
の時代に移行しつつある，といわれるゆえんである。
(2) コージェネによる市場参入
現在，わが国におけるコージェネによる電力供給能力は，民生用 5万kw，産業用30万kw程度で、
あり，電気事業全体の発電能力と比べればまだ微々たるものにすぎなし、。しかし，昭和75年までに
総電力需要量の0.5%に成長するとの予測もある。都市再開発の進展によりホテル，スポーツクラ
ブ，病院，複合ピルなど，熱需要と電気需要のバランスのとれた， コージェネ向きのエネルギー需
要が増加することが見込まれる一方で，ターピン，エンジン技術の向上や燃料電池の実用化等によ
り供給コストの一層の低下も予想されるからである。
コージェネは，電気需要と熱需要のノミランスがとれる場合には，エネルギー効率の向上とコスト
の低減を図ることができる。また，コージェネによる排熱を冷房用熱源として用いることによって
系統電力のピークカット効果をもたせ，系統電力設備の負荷率の向上をもたらすことも可能となる。
ガスを燃料に使うコージェネの場合には，ガス需要の低下する夏期の需要増をもたらすから，ガス
事業の負荷率の向上にも資することになろう。
さらに，今日のようにエネルギー需要が伸び悩む時代にあっては， リードタイムが長く，巨額の
設備投資額を必要とする大規模な中央発電所の建設のみによるよりは，コージェネのような小規模
で設置の容易な分散型電源を需要地の近辺に設置し，電力系統と連系して運用するほうが，需要に
応じた段階的な対応がしやすく，投資資金の節約も図れるためのぞましいとする見方も出てきた。
しかし，コージェネ設置者が自家消費するぶんには問題はないが，第三者に供給するとなると一
定の制約がある。コージェネの生産物のうち熱の供給については，技術的・経理的な基礎が整って
し、れば，熱供給事業法の許可は比較的容易に得られよう。一方，電気の供給については，電気事業
法に基づく地域独占体制がとられている中で， 電力会社が行なうのが通常であるが， 例外として
「特定供給」の制度が設けられており，通産大臣から許可を受けた特定供給者に一定の範囲に限っ
て電気の供給を認めている。
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特定供給が認められる範囲は，次の 5類型である。
① 相当程度の資本関係および役員の派遣等の人的関係がある他の会社に対する供給
① 同一構内または同一コンビナート内において，生産工程上蒸気等の需給を通じて密接な関係
を有する他の会社に対する供給
① 自己の社宅に対する供給
@ 同一地方公共団体内部における，会計主体を異にする他部門への供給
① ひとつの建物の所有者が，当該建物内の需要に応じて行なう供給
以上のうち①は，特定供給できる範囲を拡大するために，昭和62年11月の通産省の通達により従
来からの項目に付け加えられたものである。
このように，特定供給は，需給両者が特殊かつ密接な関係を有する場合に限定されている。しか
L，現在のような特定供給制度の運用では，資本・人的関係のある会社聞やピル所有者によるテナ
ントへの供給に限られるため，電気需要と熱需要のパランスが最適となりえず，コージェネ本来の
効率を発揮できなくなる可能性が強L、。そのため，特定供給の許可をさらに緩和して，コージェネ
業者に低コストで発電した電気をもっと自由に第三者や電力会社に眼売できるようにしてよいので
はないか，とする意見もある。
これに対して，特定供給の範囲を無制限に拡大すれぽ，供給責任のないコージェネ業者のクリー
ムスキミングによって，電力会社から電気を購入している一般の需要家の電気料金が値上りするこ
とになりかねない，とする反対意見がし、まのところ有力である。昭和61年5月のコージェネレーシ
ョン運営基準検討委員会報告書でも， i自家発としてのコージェネレーションによる電気は自家消
費が原則である。第三者への供給は，設置者と需要家との聞に特殊かつ密接な関係があると認めら
れる場合に限定すべきである」としているO
さしあたりは特定供給範囲の拡大で対応するにしても， 1， 、ずれ近い将来に燃料電池が実用化され
ることを想定して，新たな枠組み作りが必要となろう。コージェネの扱い上とくに問題となるのは，
電力会社のパックアップを必要とする場合に関しての，次のような諸点である。
第1は，接続・予備電力供給義務の有無である。電力会社にコージェネに対して電力系統を接続
する義務および予備電力を供給する義務があるがどうか，としみ問題である。保安上または技術上
著しく困難な場合を除き一般的に供給義務はあるとする見解と，一般需要家保護のために供給努力
義務とすべきとの意見がある。
第2は，予備電力の料金のあり方である。不足時のみ購入するため電力会社に予備力負担が必要
であるから高くすべきか，それとも負荷平準化や流通設備節減への寄与などを評価して安くすべき
か，議論が分かれる。
第3は，余剰電力購入義務の有無と購入料金である。電力会社にコージェネの余剰電力を購入す
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る義務を課するか，それとも現行の自家発と同じ扱いで購入義務なしとするか，が論点となる。そ
して，もし購入義務ありとする場合，購入料金をし、かなる水準とするか，が問題となる。
以上のような論点、が今後の検討課題となると思われるが， 検討にあたっては米国での PURPA
によるコージェネ育成策が自由化のための先駆的な施策として参考になろう。
(3) PURPAのコージェネ育成策
米国では1978年公益事業規制政策法 (PURPA)制定以来，コージェネと小規模発電〈風力，太陽
光発電など〉が急速に発達しつつある。 PURPAは，石油， 天然ガスなど有限なエネノレギー資源の
節約と，効率的な発電方式の育成を図ることを目的として， コージェネ(小規模発電を含む〉促進の
ための規定を設けている。 この規定の適用を受けるのは， 一定規模以下の新規発電設備のうち，
FERCの認定を受けた設備 (QF)に限られる。
PURPAには，コージェネ育成と公正競争確保のために，次のような規定が盛られている。
① 電力系統への接続義務……電力会社はQFに対し，系統への接続を提供しなければならなし、。
① 予備電力供給義務H ・H ・電力会社はQFに対し，予備電力を供給しなければならない。
① 余剰電力購入義務……電力会社はQFから公正・妥当な料金で電力を購入しなければならな
い。購入料金は，電力会社がその購入電力に見合う発電を自ら行なったなら生じたはずの回避
コスト (avoidedcost)と等しいか，またはそれを上回らない水準とする。
④ 供給義務の免除……QFには，電力会社に課せられるような供給義務を免除する。
① クロス・オーナーシップの制限……電力会社はQF会社の株式の50%以上を所有してはなら
ない。
これらのうち，①は既存の独占的事業者と新規参入者の間の有効かっ公正な競争を確保するため
に設けられた規定で、ある。
こうしたコージュネ育成のための法的基盤の整備によって，ベンチャー・キャピタルによる参入
が活発化した。一方，電力会社サイドも，酸性雨問題による石炭火力への規制強化，原発への反対
運動の高まり，建設費高騰，規制失敗などをいや気して，発電所の建設を手控え，卸電力市場ーから
の買電への依存を高めつつある。このような事情を背景として，近年米国のコージェネ市場は急速
に拡大してきた。現在，米国のコージェネの設備容量はおよそ2，000kwで，総発電電力量の 4%程
度を占めるとみられるが， 1995年には8%に拡大すると予想されている。
PURPA施行から10年を経て，そのコージェネ規定に関し若干の問題点が浮かび上ってきた。
第 1に， PURPAの呂的は希少かつ割高な石油・天然ガスの節約と効率的な発電方式の育成に
あったにもかかわらず，その趣旨とは逆に，石油・天然ガス使用のコージェネが電力会社所有の石
炭火力，原子力，水力発電にとり代わろうとしているO
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第2に，コージェネの発達により電力会社が新規電源の開発に消極的になり，また購入義務によ
り電源開発計画が立てにくくなったことから，将来供給信頼度が低下することが懸念されている。
第3に，購入料金の基準となる回避コストの定義が州により異なり，また回避コストの算定にお
いて電力会社に利用可能な代替電源の存在が考慮されないこともある。こうしたことから，電力会
社の購入料金が過度に高くなり，非効率なコージェネを電力会社〈ひいては需要家)の負担で温存す
るようなケースもみられる。
これらのうち第3の問題点に関し， FERCは1988年3月，合理的な回避コストのガイドラインを
定めた新規則制定案を公示した。そこには競争入札制度の導入が盛り込まれている。これは，新規
発電設備を必要とする電力会社がコージェネ業者等から電気を購入するさいに， QF以外の自家発
等も加えて競争入札によることとするもので，すでにカリフォルニア州などで部分的に導入されて
し、る。
競争入札制度の導入により，当の電気事業者の回避コストが大きい場合にコージェネからの購入
料金が高くなり，需要家の利益が損われる弊を是正することが期待されているのである。こうした
制度の導入は，電力自由化を急進展させる引き金となる可能性を秘めている。というのも，競争入
札を本格的に導入するためには， i託送の自由化」が必要とされるからである。
(4) わが国における電力ディレギュレーションの方向
電気事業のディレギュレーションは，わが国においても，燃料電池など新技術の実用化にともな
レ本格化することが予想される。そこで，最後に電力自由化について簡単なシナリオを描いておこ
う。
まず第 1段階として， コージェネなど分散型電源の電力系統への接続と適正な売電料金のための
ルール{乍り，さらには特定供給を許可する範囲の拡大によって，電力取引の自由化が一層進展する
ことになろう。とくに大都市の再開発区域などで，エネルギー効率向上とコスト節減を目的として
コージェネがかなり普及することが考えられる。
自由化の第2段階として，特定供給の範囲拡大により自由化をおし進めるため，電力会社の送電
サーピス〈託送〉の自由化も課題とならざるをえなし、。託送が自由化されれば， コージェネ業者が
特定供給を認められた遠隔地の需要家に対して，電力会社の送電網を経由して電力を販売すること
が可能となろう。
典型的な自然独占産業として位置づけられてきた電気事業においても，コージェネ等の代替的サ
ービスとの競争を活発化することによって，地域独占に随伴しがちな弊害を防ぎ，需要家の利益を
増大させるための施策が工夫されねばならなし、。同時に，既存の電力サーピスと代替的な新電力サ
ーピス聞の公正競争を確保するための施策も講じられる必要があろう。
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6. 結び
典型的な白然、独占産業として位置づけられ，競争原理にはなじまないとみなされてきた電気事業
について，ディレギュレーションの可能性が議論されるようになってきた。その背景には，技術進
歩により供給条件が変化する中で，現行の規制制度の有効性と事業構造の効率性に対する疑問が存
在する。たしかに，電力市場の一部分において規制緩和と競争導入を図ることは，実行可能であり，
また資源配分・ X両効率上のぞましレ成果が期待できるように思われる。
最も現実的なディレギュレーションのシナリオは，発電・卸供給部門への競争原理導入で、あろう。
こうした自由化にあたっては，一般需要家の利益に十分な配慮、が必要である。ディレギュレーショ
ン施策により，大口需要家が低コストの新たな供給先から自由に電気を購入しうるようになる一方
で，それに伴う設備稼働率の低下により，残された多数の一般需要家に対する既存電気事業者の発
電コストが上昇する，等の問題が出てくるからである。こうしたことは，わが国でコージェネレー
ションの供給範囲拡大によってディレギュレーションを進めていくさレにも問題となろう。電力デ
ィレギュレーションは，予想される諸問題をきちんと整理し，解決に目途をつけたうえで実施に移
されるべきであろう。
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